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ෙឹ

　リチウムイオン電池（LIB）は、電気自動車等の移動体用電源や太陽光発電・風力発電等の再

生可能エネルギーを安定に供給するための定置型蓄電システムにも利用されており、持続可能な

低炭素社会の実現に関わる重要な技術要素の 1 つである。さらなる普及のために、例えば、EV
用蓄電池については、2030 年までにエネルギー密度を 500 Wh/kg 以上、電池パックコストを 1 万

円 /kWh とすることが目標とされている [NEDO Battery RM2013（2013 年 8 月）参照 ]。本提案書

では、近年の技術水準を考慮したリチウムイオン電池の製造コストを試算するとともに、リチウ

ムイオン電池の高エネルギー密度化と低コスト化の将来推移を予測すべく、次世代電極活物質を

適用したラミネート型リチウムイオン電池を設計して製造コストを試算した。その結果、現状モ

デル（2020 年）の製造コストは 11.9 ～ 23.2 円 /Wh、将来モデルでは最も低い値で 5.1 円 /Wh ま

で低減する可能性があることを示した。しかしながら、EV 用など 2030 年までに目標とするエネ

ルギー密度と製造コストを達成するためには約 10 年から 20 年の研究開発加速が必要であり、産

官学が一体となった集中的な資源投資が必要であることを提案する。

h¬���¦´

　Lithium-ion batteries (LIBs) constitute an important technological component of a sustainable low-carbon 
society. They are used both for power sources for electric vehicles (EVs) and other mobile devices and in 
stationary power storage systems, which ensure a stable supply of renewable energy from solar, wind, and other 
sources. Promoting a wider use of LIBs requires increasing the energy density of EV batteries, for example, to 
500 Wh/kg or higher and reducing their battery pack cost to 10,000 JPY/kWh by 2030 (see NEDO “Battery 
RM2013” (August 2013)). For this proposal paper, we calculated the manufacturing costs of LIBs while 
factoring in the recent technological levels. We also designed a laminated LIB with the application of a next-
generation electrode-active material and calculated its manufacturing cost in an effort to predict the trajectories 
of LIBs becoming higher in energy density and lower in cost. As a result, we estimated the manufacturing 
cost of the current models (2020) at 11.9-23.2 JPY/Wh and that of future models at 5.1 JPY/Wh at the lowest. 
Nevertheless, achieving the 2030 targets for the energy density and manufacturing cost of EV batteries requires 
accelerating relevant research and development for the next 10 to 20 years. We thus propose intensive resource 
input by industry, government, and academia working as one.
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$.  ᐷៜ

　持続可能な低炭素社会の実現に向けて、太陽光発電や風力発電などの再生可能エネルギーの普

及が進められている。しかし、これらの再生可能エネルギーの発電量は天候に左右されるため、

エネルギーの安定供給には定置型蓄電システムも併せて導入することが必要である。また、自動

車分野では CO2 排出量を削減すべく蓄電池を搭載した電気自動車（EV）やプラグインハイブリッ

ド自動車（PHEV）の開発・普及が進められている。このように、蓄電池は低炭素社会を構成す

る重要な技術要素の 1 つである。

　実用蓄電池として、リチウムイオン電池（LIB）、ニッケル水素電池、鉛蓄電池、レドックスフロー

電池、ナトリウム硫黄電池などが挙げられる。LIB は他の実用蓄電池に比べて単位体積または単

位質量当たりのエネルギー密度が高く、小型・軽量化することが可能である。また、自己放電が

少なく、サイクル寿命も比較的長いことから、様々な用途に適用されている。上述した定置型蓄

電システムや EV 用途での適用も進められており、さらなる普及に向けて高容量、高出力、かつ、

低コストとなる電力貯蔵技術を確立することが求められている。例えば、EV 用蓄電池について

は、2030 年までにエネルギー密度を 500 Wh/kg 以上、電池パックコストを 1 万円 /kWh とするこ

とが目標とされている [1]。一方、市販されている18650型円筒形リチウムイオン電池のエネルギー

密度は 125 ～ 250 Wh/kg-battery 程度、製造コスト 13 ～ 18 円 /Wh（LCS2013 年試算値、[2]）であり、

目標達成のためには飛躍的な技術革新が必要である。本提案書では、近年の技術水準を考慮した

リチウムイオン電池の製造コストを試算するとともに、リチウムイオン電池の高エネルギー密度

化と低コスト化の将来推移を予測すべく、次世代電極活物質を適用したラミネート型リチウムイ

オン電池を設計して製造コストを試算する。

'.  ZTF の製造コスト試算

2.1  ホ౯⏝㟁ụࡢᵝタィ

　LIB は主に、正極、負極、正極－負極間を仕切るセパレータおよび、各電極とセパレータの空

隙を満たす液系電解質で構成される。正極・負極の活物質にリチウムイオンを挿入又は脱離する

ことができるホスト構造を有する材料を用い、これらの電極間でリチウムイオンをやり取りする

ことで充放電が行われる蓄電池である。

　図 1 に評価用ラミネート型電池の構成概念図を示す。評価用電池は、単セル（正極集電体（ア

ルミニウム箔、18 μm）／正極合剤層／セパレータ（ポリエチレン、8 μm）／負極合剤層／負

極集電体（銅箔、16 μm）の順に重ねた構成）を複数個積み重ねた積層セルをパウチ材の外装で

封じた構造とした。また、各々の単セルに端子を付して、積層セル内において電気的には並列に

接続されることを想定した。
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（1）電池寸法

　表 1 に評価用電池の外形と正極集電体の寸法を示す。市販の LIB を参考にして設定した。
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ᅗ 1 ホ౯⏝電池の構成ᴫᛕᅗ（ᕥ㸸ศゎᩳどᅗྑࠊ㸸᩿㠃ᅗ）

（1）電池ᑍ法
表 1に評価用電池のእᙧとṇᴟ㞟電体のᑍ法を示す。ᕷ販の LIBをཧ考にして設定した。

表 1 ホ౯⏝電池のእᙧとṇᴟ㞟電యのᑍἲ

（2）電ᴟ合ᒙのᵓᡂ
i) 電ᴟά≀㉁
表 2に評価用電池の電ᴟά≀㉁のᵓᡂと電池電ᅽを示す。基準 1～4はᕷ販の LIBに用いられ
ている電ᴟά≀㉁（従来ရ）を用い、検討 1～9はṇᴟ࣭負ᴟά≀㉁の∦方または୧方とも従来ရ
以እの材料を用いてᵓᡂした。ල体的には、ṇᴟά≀㉁は従来ရとしてLiNi0.8Co0.15Al0.05O2（NCA）、

LiNi0.33 Mn0.33Co0.33O2（NMC）、LiFePO4（LFP）、LiMn2O4（LMO）、ḟୡ代ṇᴟά≀㉁として高
ᐜ量を示すリチウム㐣⣔材料 Li1.2Ti0.4Mn0.4O2、Li2Mn1/2Ti1/2O2Fおよࡧ◲㯤、また、高電材料
LiNi0.5Mn1.5O4をᑐ㇟とした。負ᴟά≀㉁は従来ရとして㯮㖄（C6）、Li4/3Ti5/3O4（LTO）、ḟୡ代負
ᴟά≀㉁として高ᐜ量材料 Siおよࡧ㔠ᒓ Liをᑐ㇟とした。ṇᴟ࣭負ᴟά≀㉁のᐜ量್はᩥ⊩等
をཧ考にして設定した1)。ᐜ量用⋡は⌮ㄽᐜ量にᑐする表 2のᐜ量್のẚ⋡である。

1) ᕷ販 LIBに用いられている電ᴟά≀㉁についてはᩥ⊩やࣄリンࢢのሗ、Li1.2Ti0.4Mn0.4O2はᩥ⊩[5]、
Li2Mn1/2Ti1/2O2Fはᩥ⊩[6]、LiNi0.5Mn1.5O4はᩥ⊩[7]、Li4/3Ti5/3O4についてはᩥ⊩[8] をཧ考にして設定した。ま
た、検討 4～8についてはᩥ⊩[9]、検討 9についてはᩥ⊩[10]をཧ考にして設定した。

電池ᑍἲ

እᙧᑍἲ [mm×mm㽢ཌ䜏 mm] 261×216㽢⣙ 8

正極㞟電体ᑍἲ [mm×mm] 240×200

ᅗ 1　ホ౯⏝㟁ụࡢ構ᡂᴫᛕᅗ㸦ᕥ㸸ศゎᩳどᅗྑࠊ㸸᩿㠃ᅗ㸧

⾲ 1　ホ౯⏝㟁ụࡢእᙧṇᴟ㞟㟁యࡢᑍ法
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（2）  電極合剤層の構成

i）  電極活物質

　表 2 に評価用電池の電極活物質の構成と電池電圧を示す。基準 1 ～ 4 は市販の LIB に用いら

れている電極活物質（従来品）を用い、検討 1 ～ 9 は正極・負極活物質の片方または両方とも

従来品以外の材料を用いて構成した。具体的には、正極活物質は従来品として LiNi0.8Co0.15Al0.05O2

（NCA）、LiNi0.33Mn0.33Co0.33O2（NMC）、LiFePO4（LFP）、LiMn2O4（LMO）、次世代正極活物質とし

て高容量を示すリチウム過剰系材料 Li1.2Ti0.4Mn0.4O2、Li2Mn1/2Ti1/2O2F および硫黄、また、高電位材

料 LiNi0.5Mn1.5O4 を対象とした。負極活物質は従来品として黒鉛（C6）、Li4/3Ti5/3O4（LTO）、次世代

負極活物質として高容量材料 Si および金属 Li を対象とした。正極・負極活物質の容量値は文献

等を参考にして設定した 1）。容量利用率は理論容量に対する表 2 の容量値の比率である。

1）  市販 LIB に用いられている電極活物質については文献やヒアリングの情報、Li1.2Ti0.4Mn0.4O2 は文献 [5]、  
Li2Mn1/2Ti1/2O2F は文献 [6]、LiNi0.5Mn1.5O4 は文献 [7]、Li4/3Ti5/3O4 については文献 [8] を参考にして設定

した。また、検討 4 ～ 8 については文献 [9]、検討 9 については文献 [10] を参考にして設定した。
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ii）  電極合剤の構成

　電極合剤は、電極活物質とバインダーと必要に応じて導電助剤で構成される。ここで、正極合

剤の構成重量比について、正極活物質に硫黄以外を用いる場合は電極活物質：導電助剤：バイン

ダー＝ 94：2：4 とした 2）。硫黄を用いる場合は文献 [11] を参考にして電極活物質：導電助剤：

バインダー＝ 73：22：5 とした。負極合剤の構成重量比については、C6 の場合は電極活物質：バ

インダー＝ 97：3、Li4/3Ti5/3O4 の場合は電極活物質：導電助剤：バインダー＝ 94：2：4、Si の場

合は電極活物質：導電助剤：バインダー＝ 84：11：5 とした 3）。Li 金属の場合は Li 金属箔を用い、

導電助剤やバインダーは含まないものとした。また、電極合剤層の厚みについては、負極合剤層

の厚みを 100 μm と仮定し、正極合剤層の厚みを成り行きとした。電極合剤の空隙率は電解液量

と相関するものとし、電解液量が市販 LIB の電解液量（3.7 ～ 5.0 g/cell）と同等となるように空

隙率を設定した。具体的には、硫黄以外の正極合剤は0.28、硫黄正極合剤は0.32、C6負極合剤は0.33、 
Li4/3Ti5/3O4 負極合剤は 0.28、Si 負極合剤は 0.63、Li 金属負極では 0 と設定した。Si 負極については、
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表 � ホ౯⏝電池の電ᴟά≀㉁の構成と電池電ᅽ 

 

ii) 電ᴟ合のᵓᡂ 
 電ᴟ合は、電ᴟά≀㉁とࣂインࢲーと必要にᛂࡌてᑟ電ຓでᵓᡂされる。ここで、ṇᴟ合

のᵓᡂ㔜量ẚについて、ṇᴟά≀㉁に◲㯤以እを用いるሙ合は電ᴟά≀㉁㸸ᑟ電ຓ㸸ࣂイン

ー㸻 94㸸2㸸4ࢲ とした2)。◲㯤を用いるሙ合はᩥ⊩[11]をཧ考にして電ᴟά≀㉁㸸ᑟ電ຓ㸸ࣂ
インࢲー㸻 73㸸22㸸5とした。負ᴟ合のᵓᡂ㔜量ẚについては、C6のሙ合は電ᴟά≀㉁㸸ࣂイ

ンࢲー㸻 97㸸3、Li4/3Ti5/3O4のሙ合は電ᴟά≀㉁㸸ᑟ電ຓ㸸ࣂインࢲー㸻94㸸2㸸4、Siのሙ合
は電ᴟά≀㉁㸸ᑟ電ຓ㸸ࣂインࢲー㸻84㸸11㸸5とした3)。Li㔠ᒓのሙ合は Li㔠ᒓ⟩を用い、
ᑟ電ຓやࣂインࢲーはྵまないものとした。また、電ᴟ合ᒙのཌࡳについては、負ᴟ合ᒙ

のཌࡳを 100ȣm と௬定し、ṇᴟ合ᒙのཌࡳをᡂり⾜きとした。電ᴟ合の✵㝽⋡は電ゎᾮ量
と┦関するものとし、電ゎᾮ量がᕷ販 LIBの電ゎᾮ量（3.7～5.0 g/cell）とྠ等となるように✵㝽
⋡を設定した。ල体的には、◲㯤以እのṇᴟ合は 0.28、◲㯤ṇᴟ合は 0.32、C6負ᴟ合は 0.33、 
Li4/3Ti5/3O4負ᴟ合は 0.28、Si負ᴟ合は 0.63、Li㔠ᒓ負ᴟでは 0と設定した。Si負ᴟについて

 
2) ᕷ販 LIBでのṇᴟഃのᵓᡂẚをཧ考にして設定した。リチウム㐣⣔材料についてはᩥ⊩[5],[6]では電ᴟά≀
㉁のẚ⋡がやや低いが（電ᴟά≀㉁㸸ᑟ電ຓ㸸ࣂインࢲー㸻80㸸15㸸5）、ここでは従来ရとྠࡌẚ⋡でᵓᡂ
するものとした。 

3) C6についてはᩥ⊩やࣄリンࢢのሗをཧ考、Li4/3Ti5/3O4は従来のṇᴟ合とྠࡌẚ⋡とし、Siはᩥ⊩[12]の
SiO負ᴟをཧ考にして設定した。 

 正極 負極  

  活物質 
容量್ 

[mAh/g] 

容量 

⏝⋡ 
活物質 

容量್ 

[mAh/g] 

容量 

⏝⋡ 

電池電ᅽ 

［V］ 

ᇶ‽ 1 LiNi0.8Co0.15Al0.05O2 196 0.72 C6 353 0.95 3.6 

ᇶ‽ 2 LiNi0.33 Mn0.33Co0.33O2 169 0.61 C6 353 0.95 3.6 

ᇶ‽ 3 LiFePO4 165 0.97 C6 353 0.95 3.3 

ᇶ‽ 4 LiMn2O4 110 0.74 Li4/3Ti5/3O4 165 0.94 2.24 

᳨ウ 1 Li1.2Ti0.4Mn0.4O2 300 0.76 C6 353 0.95 3.3 

᳨ウ 2 Li2Mn1/2Ti1/2O2F 320 0.70 C6 353 0.95 3.3 

᳨ウ 3 LiNi0.5Mn1.5O4 135 0.92 C6 353 0.85 4.55 

᳨ウ 4(a)/4(b) LiNi0.8Co0.15Al0.05O2 196 0.72 Si 
1,007/ 

4,197 

0.24/ 

1 
3.3 

᳨ウ 5(a)/5(b) LiNi0.33 Mn0.33Co0.33O2 169 0.61 Si 
1,007/ 

4,197 

0.24/ 

1 
3.3 

᳨ウ 6(a)/6(b) Li1.2Ti0.4Mn0.4O2 300 0.76 Si 
1,007/ 

4,197 

0.24/ 

1 
3.0 

᳨ウ 7(a)/7(b) Li2Mn1/2Ti1/2O2F 320 0.70 Si 
1,007/ 

4,197 

0.24/ 

1 
3.0 

᳨ウ 8(a)/8(b) LiNi0.5Mn1.5O4 135 0.92 Si 
1,007/ 

4,197 

0.24/ 

1 
4.25 

᳨ウ 9 S 1,508 0.9 金属 Li 2,895 0.75 2.15 

⾲ 2　ホ౯⏝㟁ụࡢ㟁ᴟά≀㉁ࡢ構ᡂ㟁ụ㟁ᅽ

2）  市販 LIB での正極側の構成比を参考にして設定した。リチウム過剰系材料については文献 [5], [6] で
は電極活物質の比率がやや低いが（電極活物質：導電助剤：バインダー＝ 80：15：5）、ここでは従来

品と同じ比率で構成するものとした。
3）   C6 については文献やヒアリングの情報を参考、Li4/3Ti5/3O4 は従来の正極合剤と同じ比率とし、Siは文献 [12]

の SiO 負極を参考にして設定した。
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充電時に体積が約 3 倍増大する [13]。このため、充電時に膨張する体積分を予め負極材の空隙量

に加えた設計とした。

2.2  ホ౯⏝㟁ụࡢ〇㐀ࣟࣉセࢫタィ

　本提案書のラミネート型評価用電池の製造プロセスは、これまでに LCS で設計した従来 LIB
の製造プロセスを基にして構成した。評価用電池の製造プロセスフローを図 2 示す。金属 Li 負
極を用いる電池は負極側について図中のスリット工程より前の工程は不要とした。
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は、電時に体✚が⣙ 3 ಸቑ大する[13]。このため、電時に⭾ᙇする体✚ศを予め負ᴟ材の✵
㝽量に加࠼た設ィとした。

�.� ホ౯⏝電池の〇㐀ࢭࣟࣉスタィ
本提案書の࣑ࣛネートᆺ評価用電池の製造プロセスは、これまでに LCSで設ィした従来 LIBの
製造プロセスを基にしてᵓᡂした。評価用電池の製造プロセスࣇローをᅗ 2示す。㔠ᒓ Li負ᴟを
用いる電池は負ᴟഃについてᅗ中のスリットᕤ⛬より前のᕤ⛬は不要とした。

ᅗ � ホ౯⏝電池の〇㐀ࢭࣟࣉス࣮ࣟࣇ

評価用電池の⏕産つᶍは、年産 10GWh の製造プࣛントを定した。評価用電池製造のᕤ⛬ู
⋡、⣼✚⋡、年間✌ാ時間をまとめて表 3に示す。⣼✚⋡についてはṇᴟά≀㉁を基準と
し、ṇᴟά≀㉁製造ᕤ⛬（99㸣）、ṇᴟΰ合࣭スࣛリー化ᕤ⛬(99㸣)、ṇᴟ合ሬᕤᕤ⛬(97㸣)、

ṇᴟഃプࣞスᕤ⛬(99㸣)、ṇᴟഃスリットᕤ⛬(99㸣)、⤌立ᕤ⛬(99㸣)、検ᰝ࣭電࣭出荷ᕤ⛬

(97㸣)までの⠊ᅖで⣼ィ⋡ 89㸣とした。また、年間製造✌ാ時間については 8,000時間（ሬᕤ
ᕤ⛬のࡳ 6,600時間）とした。

ᅗ 2　ホ౯⏝㟁ụࡢ〇㐀ࣟࣉセࣟࣇࢫー

　評価用電池の生産規模は、年産 10 GWh の製造プラントを想定した。評価用電池製造の工程別

収率、累積収率、年間稼働時間をまとめて表 3 に示す。累積収率については正極活物質を基準と

し、正極活物質製造工程（99％）、正極混合・スラリー化工程（99％）、正極合剤塗工工程（97％）、

正極側プレス工程（99％）、正極側スリット工程（99％）、組立工程（99％）、検査・充電・出荷

工程（97％）までの範囲で累計収率 89％とした。また、年間製造稼働時間については 8,000 時間（塗

工工程のみ 6,600 時間）とした。
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2.3  〇㐀ࢺࢫࢥヨ⟬⤖ᯝ

　製造コストは、製造工程毎に変動費と固定費から求めた。変動費は、投入する原材料費と、製

造に要する電力・燃料・工業用水等の用役費からなる。固定費は、製造プロセスを構成する製造

機器に基づく設備費 4）と、工程毎の操業に必要な運転人員から算出した人件費からなる。評価用

電池の製造コストについて、従来 LIB（基準 1 ～ 4）と次世代電極活物質を用いた電池（検討 1 ～ 9）
に分けて以下に記載する。

（1）  従来 LIB
　評価用電池（基準 1 ～ 4）の製造コスト試算結果を表 4 に示す。基準 1 モデル（NCA/C6）の製

造コストは 11.9 円 /Wh、基準 2 モデル（NMC/C6）は 12.5 円 /Wh、基準 3 モデル（LFP/C6）は

14.7 円 /Wh、基準 4 モデル（LMO/LTO）は 23.2 円 /Wh であった。基準 1 ～ 4 モデルにおいて、

原材料費が全体の 72 ～ 77％、次いで設備費が全体の 16 ～ 20％を占めた。
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表 3 ホ౯⏝電池〇㐀のᕤ⛬ู⋡ࠊ⣼✚⋡ࠊ年㛫✌ാ㛫（ṇᴟά≀㉁ᇶ‽⣼✚⋡ 89�） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
�.3 〇㐀ࢥスࢺヨ⟬⤖ᯝ 
製造コストは、製造ᕤ⛬ẖに変ື㈝とᅛ定㈝からồめた。変ື㈝は、ᢞධする原材料㈝と、製

造に要する電ຊ࣭⇞料࣭ᕤ業用水等の用役㈝からなる。ᅛ定㈝は、製造プロセスをᵓᡂする製造

ᶵჾに基づく設備㈝4)と、ᕤ⛬ẖの᧯業に必要な㐠㌿人ဨから算出した人௳㈝からなる。評価用電

池の製造コストについて、従来 LIB（基準 1～4）とḟୡ代電ᴟά≀㉁を用いた電池（検討 1～9）
にศࡅて以下にグ㍕する。 
 
（1）従来 LIB 
 評価用電池（基準 1～4）の製造コスト試算結果を表 4に示す。基準 1モデル（NCA/C6）の製

造コストは 11.9円/Wh、基準 2モデル（NMC/C6）は 12.5円/Wh、基準 3モデル（LFP/C6）は

14.7円/Wh、基準 4モデル（LMO/LTO）は 23.2円/Whであった。基準 1～4モデルにおいて、原
材料㈝が全体の 72～77㸣、ḟいで設備㈝が全体の 16～20㸣を占めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
4) 年⤒㈝⋡ 0.2（⪏用年数 8年、⿵ಟ㈝、⛒⛯බ課ྵࡴ） 

ᕤ⛬   ᕤ⛬ู⋡ ⣼積⋡ 年㛫✌ാ㛫[䡄] 

200 正極活物質製造ᕤ⛬ 0.99 0.89 8,000 

300 正極ΰྜ䞉ス䝷䝸ーᕤ⛬ 0.99 0.90 8,000 

400 正極ྜሬᕤᕤ⛬ 0.97 0.91 6,600 

500 正極ഃ䝥䝺スᕤ⛬ 0.99 0.94 8,000 

600 正極ഃス䝸䝑トᕤ⛬ 0.99 0.95 8,000 

700 ⤌❧ᕤ⛬ 0.99 0.96 8,000 

800 ᳨ᰝ䞉電䞉ฟ荷ᕤ⛬ 0.97 0.97 8,000 

1200 負極活物質౪⤥ᕤ⛬ -   

1300 負極ΰྜ䞉ス䝷䝸ーᕤ⛬ 0.99  8,000 

1400 負極ྜሬᕤᕤ⛬ 0.97  6,600 

1500 負極ഃ䝥䝺スᕤ⛬ 0.99  8,000 

1600 負極ഃス䝸䝑トᕤ⛬ 0.99  8,000 

2600 䝉䝟䝺ー䝍ス䝸䝑トᕤ⛬ 0.99  8,000 

3400 ⁐ᅇ䞉⢭製ᕤ⛬ 0.92  8,000 

⾲ 3　ホ౯⏝㟁ụ〇㐀ࡢᕤ⛬ู⋡ࠊ⣼✚⋡ࠊ年㛫✌ാ㛫㸦ṇᴟά≀㉁ᇶ‽⣼✚⋡ 89%㸧

4） 年経費率 0.2（耐用年数 8 年、補修費、租税公課含む）
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⾲ 4　ホ౯⏝㟁ụ㸦ᇶ‽ 1 㹼 4㸧ࡢ〇㐀ࢺࢫࢥヨ⟬⤖ᯝ
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表 4 ホ౯⏝電池（ᇶ‽ 1㹼4）の〇㐀ࢥスࢺヨ⟬⤖ᯝ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

        ᇶ‽ 1 ᇶ‽ 2 ᇶ‽ 3 ᇶ‽ 4 

電極構成 電極活物質（正極䠋負極） NCA/C6 NMC/C6 LFP/C6 LMO/LTO 

電池性能 電池電ᅽ   ［V/ಶ］ 3.6 3.6 3.3 2.24 

     容量   ［Wh/ಶ］ 272 257 216 107 

     重量   ［g/ಶ］ 981 999 939 1,100 

  重量エネルギー密度 ［Wh/kg］ 277 257 230 97 

  体積エネルギー密度 ［Wh/L］ 626 590 483 244 

製造コスト ኚື㈝ ཎ材料㈝ ［円/Wh］ 9.1 9.5 11.4 16.8 

    ⏝ᙺ㈝ ［円/Wh］ 0.4 0.4 0.5 0.8 

  ᅛᐃ㈝ タഛ㈝ ［円/Wh］ 2.0 2.1 2.4 4.7 

    ே௳㈝ ［円/Wh］ 0.4 0.4 0.5 1.0 

  ྜィ   ［円/Wh］ 11.9 12.5 14.7 23.2 
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（2）  次世代電極活物質を用いた電池

i）  次世代正極活物質を用いた場合

　評価用電池（基準 1、検討 1 ～ 3）の製造コスト試算結果を表 5 に示す。検討 1 モデル

（Li1.2Ti0.4Mn0.4O2/C6）の製造コストは 10.5 円 /Wh、検討 2 モデル（Li2Mn1/2Ti1/2O2F/C6）は 10.3 円

/Wh、検討 3 モデル（LiNi0.5Mn1.5O4/C6）は 9.5 円 /Wh であった。検討 1 ～ 3 モデルにおいて、基

準 1 と同様、原材料費が全体の 72 ～ 74％、次いで設備費が全体の 18 ～ 20％を占めた。

⾲ 5　ホ౯⏝㟁ụ㸦ᇶ‽ ウ᳨ࠊ1 1 㹼 3㸧ࡢ〇㐀ࢺࢫࢥヨ⟬⤖ᯝ
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（2）ḟୡ代電ᴟά≀㉁を用いた電池 
i）ḟୡ代ṇᴟά≀㉁を用いたሙ合 
 評価用電池（基準 1、検討 1～3）の製造コスト試算結果を表 5 に示す。検討 1 モデル
（Li1.2Ti0.4Mn0.4O2/C6）の製造コストは 10.5円/Wh、検討 2モデル（Li2Mn1/2Ti1/2O2F / C6）は 10.3
円/Wh、検討 3モデル（LiNi0.5Mn1.5O4/C6）は 9.5円/Whであった。検討 1～3モデルにおいて、
基準 1とྠᵝ、原材料㈝が全体の 72～74㸣、ḟいで設備㈝が全体の 18～20㸣を占めた。 
 

表 � ホ౯⏝電池（ᇶ‽ ウ᳨ࠊ1 1㹼3）の〇㐀ࢥスࢺヨ⟬⤖ᯝ 

 
評価用電池（基準 1、検討 1～3）の原材料㈝のෆヂをᅗ 3に示す。検討 1～3モデルにおいて、ṇ
ᴟ合࣭負ᴟ合に係る原材料㈝は全体の 41～46㸣、ḟいで電ゎᾮは全体の 24～26㸣、セパࣞー
タは全体の 15～19㸣を占め、基準 1とྠᵝのഴ向であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

ᅗ 3 ホ౯⏝電池（ᇶ‽ ウ᳨ࠊ1 1㹼3）のཎᮦᩱ㈝のෆヂ 

        ᇶ‽ 1 ᳨ウ 1 ᳨ウ 2 ᳨ウ 3 

電極構成 電極活物質（正極䠋負極） NCA/C6 Li1.2Ti0.4Mn0.4O2/C6 Li2Mn1/2Ti1/2O2F/C6 LiNi0.5Mn1.5O4/C6 

電池性能 電池電ᅽ   ［V/ಶ］ 3.6 3.3 3.3 4.55 

     容量   ［Wh/ಶ］ 272 276 269 288 

     重量   ［g/ಶ］ 981 913 875 1,001 

  重量エネルギー密度 ［Wh/kg］ 277 302 308 288 

  体積エネルギー密度 ［Wh/L］ 626 634 620 663 

製造コスト ኚື㈝ ཎ材料㈝ ［円/Wh］ 9.1 7.8 7.5 6.8 

    ⏝ᙺ㈝ ［円/Wh］ 0.4 0.4 0.4 0.4 

  ᅛᐃ㈝ タഛ㈝ ［円/Wh］ 2.0 1.9 2.0 1.9 

    ே௳㈝ ［円/Wh］ 0.4 0.4 0.4 0.4 

  ྜィ   ［円/Wh］ 11.9 10.5 10.3 9.5 

評価用電池（基準 1、検討 1 ～ 3）の原材料費の内訳を図 3 に示す。検討 1 ～ 3 モデルにおいて、

正極合剤・負極合剤に係る原材料費は全体の41～46％、次いで電解液は全体の24～26％、セパレー

タは全体の 15 ～ 19％を占め、基準 1 と同様の傾向であった。
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（2）ḟୡ代電ᴟά≀㉁を用いた電池 
i）ḟୡ代ṇᴟά≀㉁を用いたሙ合 
 評価用電池（基準 1、検討 1～3）の製造コスト試算結果を表 5 に示す。検討 1 モデル
（Li1.2Ti0.4Mn0.4O2/C6）の製造コストは 10.5円/Wh、検討 2モデル（Li2Mn1/2Ti1/2O2F / C6）は 10.3
円/Wh、検討 3モデル（LiNi0.5Mn1.5O4/C6）は 9.5円/Whであった。検討 1～3モデルにおいて、
基準 1とྠᵝ、原材料㈝が全体の 72～74㸣、ḟいで設備㈝が全体の 18～20㸣を占めた。 
 

表 � ホ౯⏝電池（ᇶ‽ ウ᳨ࠊ1 1㹼3）の〇㐀ࢥスࢺヨ⟬⤖ᯝ 

 
評価用電池（基準 1、検討 1～3）の原材料㈝のෆヂをᅗ 3に示す。検討 1～3モデルにおいて、ṇ
ᴟ合࣭負ᴟ合に係る原材料㈝は全体の 41～46㸣、ḟいで電ゎᾮは全体の 24～26㸣、セパࣞー
タは全体の 15～19㸣を占め、基準 1とྠᵝのഴ向であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

ᅗ 3 ホ౯⏝電池（ᇶ‽ ウ᳨ࠊ1 1㹼3）のཎᮦᩱ㈝のෆヂ 

        ᇶ‽ 1 ᳨ウ 1 ᳨ウ 2 ᳨ウ 3 

電極構成 電極活物質（正極䠋負極） NCA/C6 Li1.2Ti0.4Mn0.4O2/C6 Li2Mn1/2Ti1/2O2F/C6 LiNi0.5Mn1.5O4/C6 

電池性能 電池電ᅽ   ［V/ಶ］ 3.6 3.3 3.3 4.55 

     容量   ［Wh/ಶ］ 272 276 269 288 

     重量   ［g/ಶ］ 981 913 875 1,001 

  重量エネルギー密度 ［Wh/kg］ 277 302 308 288 

  体積エネルギー密度 ［Wh/L］ 626 634 620 663 

製造コスト ኚື㈝ ཎ材料㈝ ［円/Wh］ 9.1 7.8 7.5 6.8 

    ⏝ᙺ㈝ ［円/Wh］ 0.4 0.4 0.4 0.4 

  ᅛᐃ㈝ タഛ㈝ ［円/Wh］ 2.0 1.9 2.0 1.9 

    ே௳㈝ ［円/Wh］ 0.4 0.4 0.4 0.4 

  ྜィ   ［円/Wh］ 11.9 10.5 10.3 9.5 

ᅗ 3　ホ౯⏝㟁ụ㸦ᇶ‽ ウ᳨ࠊ1 1 㹼 3㸧ࡢཎᮦᩱ㈝ࡢෆヂ
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評価用電池（基準 1 ～ 4、検討 1 ～ 3）の製造コストと重量エネルギー密度の関係を図 4 に示す。

黒鉛負極を用いた電池において次世代正極活物質を用いることで、製造コスト 9.5 ～ 10.5 円 /Wh
まで低減、また、重量エネルギー密度 288 ～ 308 Wh/kg まで向上させる可能性があることが分かっ

た。
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評価用電池（基準 1～4、検討 1～3）の製造コストと㔜量エネルギー密度の関係をᅗ 4に示す。㯮
㖄負ᴟを用いた電池においてḟୡ代ṇᴟά≀㉁を用いることで、製造コスト 9.5～10.5 円/Wh ま
で低ῶ、また、㔜量エネルギー密度 288～308Wh/kg まで向上さࡏる可⬟ᛶがあることがศかっ
た。 

 

ᅗ 4 ホ౯⏝電池（ᇶ‽ 1㹼4᳨ࠊウ 1㹼3）の〇㐀ࢥスࢺと㔜量ࢿ࢚ル࣮ࢠᐦᗘの㛵ಀ 

 
ii）Si負ᴟを用いたሙ合 
 評価用電池（検討 4～8）の製造コスト試算結果を表 6に示す。Si負ᴟのᐜ量が 1,007mAh/g（
用⋡ 0.24）の検討 4(a)～検討 8(a)モデルの製造コストは 9.0～12.1 円/Wh、Si 負ᴟのᐜ量が
4,197mAh/g（用⋡ 1）の検討 4(b)～検討 8(b)モデルの製造コストは 5.2～7.9 円/Whであった。
この結果から、Si負ᴟのᐜ量を⌮ㄽᐜ量まで用できるようになれば基準 1の製造コストの 35～
47㸣低ῶする可⬟ᛶがあることがศかった。なお、製造コストෆヂのẚ⋡は、基準 1とྠᵝ、原
材料㈝が全体の 67～78㸣、ḟいで設備㈝が全体の 16～23㸣を占めた。 
評価用電池（基準 1、検討 4～8）の原材料㈝のෆヂをᅗ 5に示す。Si負ᴟのᐜ量が 1,007mAh/g
（用⋡ 0.24）の検討 4(a)～検討 8(a) モデルにおいて、ṇᴟ合࣭負ᴟ合に係る原材料㈝が全
体の 36～52㸣、ḟいで電ゎᾮが全体の 28～36㸣、セパࣞータが全体の 11～15㸣を占めた。一方、
Si負ᴟのᐜ量が 4,197mAh/g（用⋡ 1）の検討 4(b)～検討 8(b)モデルにおいて、ṇᴟ合࣭負ᴟ
合に係る原材料㈝が全体の 54～71㸣、ḟいで電ゎᾮが全体の 21～32㸣、セパࣞータが全体の 4
～8㸣を占めた。今回の電池設ィでは上㏙したように負ᴟ合のཌࡳを一定にし、ṇᴟ合のཌࡳ
をᡂり⾜きとしたため、負ᴟᐜ量のቑ大にకいṇᴟ合の必要量がቑ加し、原材料中のẚ⋡をᢲ

し上ࡆた。 
 
 
 
 
 
 

ᅗ 4　ホ౯⏝㟁ụ㸦ᇶ‽ 1 㹼 ウ᳨ࠊ4 1 㹼 3㸧ࡢ〇㐀ࢺࢫࢥ㔜㔞ࢠࣝࢿ࢚ーᐦᗘࡢ㛵ಀ

ii）  Si 負極を用いた場合

　評価用電池（検討 4 ～ 8）の製造コスト試算結果を表 6 に示す。Si 負極の容量が 1,007 mAh/g（利

用率 0.24）の検討 4（a）～検討 8（a）モデルの製造コストは 9.0 ～ 12.1 円 /Wh、Si 負極の容量が 4,197 
mAh/g（利用率 1）の検討 4（b）～検討 8（b）モデルの製造コストは 5.2 ～ 7.9 円 /Wh であった。

この結果から、Si 負極の容量を理論容量まで利用できるようになれば基準 1 の製造コストの 35
～ 47％低減する可能性があることが分かった。なお、製造コスト内訳の比率は、基準 1 と同様、

原材料費が全体の 67 ～ 78％、次いで設備費が全体の 16 ～ 23％を占めた。

　評価用電池（基準1、検討4～8）の原材料費の内訳を図 5に示す。Si負極の容量が 1,007 mAh/g（利

用率 0.24）の検討 4（a）～検討 8（a） モデルにおいて、正極合剤・負極合剤に係る原材料費が全

体の 36 ～ 52％、次いで電解液が全体の 28 ～ 36％、セパレータが全体の 11 ～ 15％を占めた。一方、

Si 負極の容量が 4,197 mAh/g（利用率 1）の検討 4（b）～検討 8（b）モデルにおいて、正極合剤・

負極合剤に係る原材料費が全体の 54 ～ 71％、次いで電解液が全体の 21 ～ 32％、セパレータが

全体の 4 ～ 8％を占めた。今回の電池設計では上述したように負極合剤の厚みを一定にし、正極

合剤の厚みを成り行きとしたため、負極容量の増大に伴い正極合剤の必要量が増加し、原材料中

の比率を押し上げた。
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表 � ホ౯⏝電池（᳨ウ 4㹼8）の〇㐀ࢥスࢺヨ⟬⤖ᯝ 

 

 
 
 
 
 
 

        ᳨ウ 4(a) ᳨ウ 4(b) ᳨ウ 5(a) ᳨ウ 5(b) ᳨ウ 6(a) ᳨ウ 6(b) 

電極構成 電極活物質の材料（正極䠋負極） NCA/Si NCA/Si NMC/Si NMC/Si Li1.2Ti0.4Mn0.4O2/Si Li1.2Ti0.4Mn0.4O2/Si 

  電極活物質の容量（正極䠋負極） 196/1,007 196/4,197 169/1,007 169/4,197 300/1,007 300/4,197 

 電極ྜᒙのཌ䜏（正極䠋負極）［䃛m］ 102/100 426/100 120/100 499/100 76/100 316/100 

電池性能 電池電ᅽ   ［V/ಶ］ 3.3 3.3 3.3 3.3 3.0 3.0 

     容量   ［Wh/ಶ］ 308 544 289 467 314 601 

     重量   ［g/ಶ］ 982 1,189 1,009 1,160 884 1,029 

  重量エネルギー密度 ［Wh/kg］ 314 458 287 402 355 584 

  体積エネルギー密度 ［Wh/L］ 698 1,211 649 1,069 716 1,373 

製造コスト ኚື㈝ ཎ材料㈝ ［円/Wh］ 8.9 5.5 9.4 6.0 7.5 3.8 

    ⏝ᙺ㈝ ［円/Wh］ 0.4 0.3 0.4 0.3 0.4 0.3 

  ᅛᐃ㈝ タഛ㈝ ［円/Wh］ 1.8 1.3 1.9 1.4 1.8 1.2 

    ே௳㈝ ［円/Wh］ 0.3 0.2 0.4 0.2 0.3 0.2 

  ྜィ   ［円/Wh］ 11.6 7.3 12.1 7.9 10.0 5.4 

        ᳨ウ 7(a) ᳨ウ 7(b) ᳨ウ 8(a) ᳨ウ 8(b) 

電極構成 電極活物質の材料（正極䠋負極） Li2Mn1/2Ti1/2O2F/Si Li2Mn1/2Ti1/2O2F/Si LiNi0.5Mn1.5O4/Si LiNi0.5Mn1.5O4/Si 

  電極活物質の容量（正極䠋負極） 321/1,007 321/4,197 135/1,007 135/4,197 

 電極ྜᒙのཌ䜏（正極䠋負極）［䃛m］ 81/100 339/100 157/100 654/100 

電池性能 電池電ᅽ   ［V/ಶ］ 3.0 3.0 4.25 4.25 

     容量   ［Wh/ಶ］ 305 566 325 501 

     重量   ［g/ಶ］ 841 934 1,019 1,183 

  重量エネルギー密度 ［Wh/kg］ 363 605 318 423 

  体積エネルギー密度 ［Wh/L］ 697 1,304 727 1,106 

製造コスト ኚື㈝ ཎ材料㈝ ［円/Wh］ 7.3 3.5 6.5 3.9 

    ⏝ᙺ㈝ ［円/Wh］ 0.4 0.3 0.4 0.3 

  ᅛᐃ㈝ タഛ㈝ ［円/Wh］ 1.8 1.2 1.7 1.3 

    ே௳㈝ ［円/Wh］ 0.4 0.2 0.3 0.2 

  ྜィ   ［円/Wh］ 9.8 5.2 9.0 5.7 
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　評価用電池（基準 1、検討 4 ～ 8）の製造コストと重量エネルギー密度の関係を図 6 に示す。

従来正極活物質と Si 負極を用いることで（検討 4a、4b、5a、5b）、製造コスト 7.3 ～ 12.1 円 /Wh
まで低減、重量エネルギー密度 287 ～ 458 Wh/kg まで向上、また、次世代正極活物質と Si 負極

を用いることで（検討 6a、6b、7a、7b、8a、8b）、製造コスト 5.2 ～ 10.0 円 /Wh まで低減、重量

エネルギー密度 314 ～ 605 Wh/kg まで向上させる可能性があることが分かった。
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ᅗ � ホ౯⏝電池（ᇶ‽ ウ᳨ࠊ1 4㹼8）のཎᮦᩱ㈝のෆヂ 

 
評価用電池（基準 1、検討 4～8）の製造コストと㔜量エネルギー密度の関係をᅗ 6に示す。従来
ṇᴟά≀㉁と Si負ᴟを用いることで（検討 4a、4b、5a、5b）、製造コスト 7.3～12.1円/Whまで
低ῶ、㔜量エネルギー密度 287～458 Wh/kgまで向上、また、ḟୡ代ṇᴟά≀㉁と Si負ᴟを用い
ることで（検討 6a、6b、7a、7b、8a、8b）、製造コスト 5.2～10.0円/Whまで低ῶ、㔜量エネルギ
ー密度 314～605 Wh/kgまで向上さࡏる可⬟ᛶがあることがศかった。 

 

ᅗ � ホ౯⏝電池（ᇶ‽ ウ᳨ࠊ1 4㹼8）の〇㐀ࢥスࢺと㔜量ࢿ࢚ル࣮ࢠᐦᗘの㛵ಀ 
 
iii）Li-S 
 評価用電池（基準 1、検討 9）の製造コスト試算結果を表 7に示す。検討 9モデルの製造コスト
は 5.1円/Whであった。製造コストෆヂのẚ⋡は、基準 1とྠᵝ、原材料㈝が全体の 73㸣、ḟい
で設備㈝が全体の 19㸣を占めた。 
 

ᅗ 5　ホ౯⏝㟁ụ㸦ᇶ‽ ウ᳨ࠊ1 4 㹼 8㸧ࡢཎᮦᩱ㈝ࡢෆヂ
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ᅗ � ホ౯⏝電池（ᇶ‽ ウ᳨ࠊ1 4㹼8）のཎᮦᩱ㈝のෆヂ 

 
評価用電池（基準 1、検討 4～8）の製造コストと㔜量エネルギー密度の関係をᅗ 6に示す。従来
ṇᴟά≀㉁と Si負ᴟを用いることで（検討 4a、4b、5a、5b）、製造コスト 7.3～12.1円/Whまで
低ῶ、㔜量エネルギー密度 287～458 Wh/kgまで向上、また、ḟୡ代ṇᴟά≀㉁と Si負ᴟを用い
ることで（検討 6a、6b、7a、7b、8a、8b）、製造コスト 5.2～10.0円/Whまで低ῶ、㔜量エネルギ
ー密度 314～605 Wh/kgまで向上さࡏる可⬟ᛶがあることがศかった。 

 

ᅗ � ホ౯⏝電池（ᇶ‽ ウ᳨ࠊ1 4㹼8）の〇㐀ࢥスࢺと㔜量ࢿ࢚ル࣮ࢠᐦᗘの㛵ಀ 
 
iii）Li-S 
 評価用電池（基準 1、検討 9）の製造コスト試算結果を表 7に示す。検討 9モデルの製造コスト
は 5.1円/Whであった。製造コストෆヂのẚ⋡は、基準 1とྠᵝ、原材料㈝が全体の 73㸣、ḟい
で設備㈝が全体の 19㸣を占めた。 
 

ᅗ 6　ホ౯⏝㟁ụ㸦ᇶ‽ ウ᳨ࠊ1 4 㹼 8㸧ࡢ〇㐀ࢺࢫࢥ㔜㔞ࢠࣝࢿ࢚ーᐦᗘࡢ㛵ಀ

iii）  Li-S
　評価用電池（基準1、検討9）の製造コスト試算結果を表7に示す。検討9モデルの製造コストは5.1
円 /Wh であった。製造コスト内訳の比率は、基準 1 と同様、原材料費が全体の 73％、次いで設

備費が全体の 19％を占めた。
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　評価用電池（基準 1、検討 9）の原材料費の内訳を図 7 に示す。検討 9 モデルにおいて、正極合剤・

負極合剤に係る原材料費が全体の 46％、次いでセパレータが全体の 29％、電解液が全体の 14％
を占めた。

⾲ 7　ホ౯⏝㟁ụ㸦ᇶ‽ ウ᳨ࠊ1 9㸧ࡢ〇㐀ࢺࢫࢥヨ⟬⤖ᯝ
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表 � ホ౯⏝電池（ᇶ‽ ウ᳨ࠊ1 9）の〇㐀ࢥスࢺヨ⟬⤖ᯝ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
評価用電池（基準 1、検討 9）の原材料㈝のෆヂをᅗ 7 に示す。検討 9 モデルにおいて、ṇᴟ合
࣭負ᴟ合に係る原材料㈝が全体の 46㸣、ḟいでセパࣞータが全体の 29㸣、電ゎᾮが全体の
14㸣を占めた。 
 

ᅗ � ホ౯⏝電池（ᇶ‽ ウ᳨ࠊ1 9）のཎᮦᩱ㈝のෆヂ 
 

        ᇶ‽ 1 ᳨ウ 9 

電極構成 電極活物質の材料（正極䠋負極） NCA/C6 S/金属 Li 

  電極活物質の容量（正極䠋負極） 196/353 1,508/2,895 

電池性能 電池電ᅽ   ［V/ಶ］ 3.6 2.2 

     容量   ［Wh/ಶ］ 272 471 

     重量   ［g/ಶ］ 981 460 

  重量エネルギー密度 ［Wh/kg］ 277 1,025 

  体積エネルギー密度 ［Wh/L］ 626 1,064 

製造コスト ኚື㈝ ཎ材料㈝ ［円/Wh］ 9.1 3.7 

    ⏝ᙺ㈝ ［円/Wh］ 0.4 0.2 

  ᅛᐃ㈝ タഛ㈝ ［円/Wh］ 2.0 0.9 

    ே௳㈝ ［円/Wh］ 0.4 0.2 

  ྜィ   ［円/Wh］ 11.9 5.1 
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表 � ホ౯⏝電池（ᇶ‽ ウ᳨ࠊ1 9）の〇㐀ࢥスࢺヨ⟬⤖ᯝ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
評価用電池（基準 1、検討 9）の原材料㈝のෆヂをᅗ 7 に示す。検討 9 モデルにおいて、ṇᴟ合
࣭負ᴟ合に係る原材料㈝が全体の 46㸣、ḟいでセパࣞータが全体の 29㸣、電ゎᾮが全体の
14㸣を占めた。 
 

ᅗ � ホ౯⏝電池（ᇶ‽ ウ᳨ࠊ1 9）のཎᮦᩱ㈝のෆヂ 
 

        ᇶ‽ 1 ᳨ウ 9 

電極構成 電極活物質の材料（正極䠋負極） NCA/C6 S/金属 Li 

  電極活物質の容量（正極䠋負極） 196/353 1,508/2,895 

電池性能 電池電ᅽ   ［V/ಶ］ 3.6 2.2 

     容量   ［Wh/ಶ］ 272 471 

     重量   ［g/ಶ］ 981 460 

  重量エネルギー密度 ［Wh/kg］ 277 1,025 

  体積エネルギー密度 ［Wh/L］ 626 1,064 

製造コスト ኚື㈝ ཎ材料㈝ ［円/Wh］ 9.1 3.7 

    ⏝ᙺ㈝ ［円/Wh］ 0.4 0.2 

  ᅛᐃ㈝ タഛ㈝ ［円/Wh］ 2.0 0.9 

    ே௳㈝ ［円/Wh］ 0.4 0.2 

  ྜィ   ［円/Wh］ 11.9 5.1 

ᅗ 7　ホ౯⏝㟁ụ㸦ᇶ‽ ウ᳨ࠊ1 9㸧ࡢཎᮦᩱ㈝ࡢෆヂ
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).  ʚɮʟ

3.1  〇㐀ࢺࢫࢥヨ⟬⤖ᯝ

　上述した評価用電池について、現状技術水準の評価用電池群をグループ 1（G1）、次世代電極

活物質を片方又は両極に用いた電池群をグループ 2～ 7（G2～ 7）に分けて示す。G3～ 6について、

G3 と G5 は Si 負極の容量利用率が 0.24、G4 と G6 は Si 負極の容量利用率が 1 である。また、図

8-1 に評価用電池（基準 1 ～ 4、検討 1 ～ 9）の製造コストと重量エネルギー密度の関係に各グルー

プを併せて示す。

・G1（現状）：従来正極活物質 /従来黒鉛負極の評価用電池（基準 1 ～ 4）
・G2（将来 1）：次世代正極活物質 /従来黒鉛負極の評価用電池（検討 1 ～ 3）
・G 3（将来 2L）：従来正極活物質 / Si 負極の評価用電池（検討 4a、5a）
・G4（将来 2H）：従来正極活物質 / Si 負極の評価用電池（検討 4b、5b）
・G5（将来 3L）：次世代正極活物質 / Si 負極の評価用電池（検討 6a、7a、8a）
・G6（将来 3H）：次世代正極活物質 / Si 負極の評価用電池（検討 6b、7b、8b）
・G7（将来 4）： S 正極活物質 /金属 Li 負極の評価用電池（検討 9）
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�. とめࡲ

3.1 〇㐀ࢥスࢺヨ⟬⤖ᯝ
上㏙した評価用電池について、現状技術水準の評価用電池⩌をࢢループ 1（G1）、ḟୡ代電ᴟά
≀㉁を∦方ཪは୧ᴟに用いた電池⩌をࢢループ 2～7（G2～7）にศࡅて示す。G3～6について、
G3とG5は Si負ᴟのᐜ量用⋡が 0.24、G4と G6は Si負ᴟのᐜ量用⋡が 1である。また、ᅗ
8-1に評価用電池（基準 1～4、検討 1～9）の製造コストと㔜量エネルギー密度の関係にྛࢢルー
プをేࡏて示す。

࣭G1（現状）㸸従来ṇᴟά≀㉁㸭従来㯮㖄負ᴟの評価用電池（基準 1～4）
࣭G2（将来 1）㸸ḟୡ代ṇᴟά≀㉁㸭従来㯮㖄負ᴟの評価用電池（検討 1～3）
࣭G3（将来 2L）㸸従来ṇᴟά≀㉁㸭Si負ᴟの評価用電池（検討 4a、5a）
࣭G4（将来 2H）㸸従来ṇᴟά≀㉁㸭Si負ᴟの評価用電池（検討 4b、5b）
࣭G5（将来 3L）㸸ḟୡ代ṇᴟά≀㉁㸭Si負ᴟの評価用電池（検討 6a、7a、8a）
࣭G6（将来 3H）㸸ḟୡ代ṇᴟά≀㉁㸭Si負ᴟの評価用電池（検討 6b、7b、8b）
࣭G7（将来 4）㸸 Sṇᴟά≀㉁㸭㔠ᒓ Li負ᴟの評価用電池（検討 9）

ᅗ 8�1 ホ౯⏝電池（ᇶ‽ 1㹼4᳨ࠊウ 1㹼9）の〇㐀ࢥスࢺと㔜量ࢿ࢚ル࣮ࢠᐦᗘの㛵ಀ（ࢢル࣮ࣉศけ）

、ループの製造コストと㔜量エネルギー密度についてまとめるとࢢྛ

G1（現状）は製造コスト 11.9～23.2円/Wh、㔜量エネルギー密度 97～277Wh/kg、
G2（将来 1）は製造コスト 9.5～10.5円/Wh、㔜量エネルギー密度 288～308Wh/kg、
G3（将来 2L）は製造コスト 11.6～12.1円/Wh、㔜量エネルギー密度 287～314Wh/kg、
G4（将来 2H）は製造コスト 7.3～7.9円/Wh、㔜量エネルギー密度 402～458Wh/kg、
G5（将来 3L）は製造コスト 8.9～10.0円/Wh、㔜量エネルギー密度 318～363Wh/kg、
G6（将来 3H）は製造コスト 5.2～5.7円/Wh、㔜量エネルギー密度 423～605Wh/kg、
G7（将来 4）は製造コスト 5.1円/Wh、㔜量エネルギー密度 1,025Wh/kg となった。

製造コストについて基準 1の評価用電池とẚ㍑すると、G2は 11～20㸣、G3は㸫2～3㸣、G4は
34～39㸣、G5は 16～25㸣、G6は 52～56㸣、G7は 57㸣低ῶした。また、㔜量エネルギー密度に
ついて基準 1の評価用電池とẚ㍑すると、G2は 4～11㸣、G3は 4～13㸣、G4は 45～65㸣、G5は

ᅗ 8-1　ホ౯⏝㟁ụ㸦ᇶ‽ 1 㹼 ࠊ4᳨ ウ 1 㹼 9㸧ࡢ〇㐀ࢺࢫࢥ㔜㔞ࢠࣝࢿ࢚ーᐦᗘࡢ㛵ಀ㸦ࣝࢢーࣉศࡅ㸧

各グループの製造コストと重量エネルギー密度についてまとめると、

G1（現状）は製造コスト 11.9 ～ 23.2 円 /Wh、重量エネルギー密度 97 ～ 277 Wh/kg、
G2（将来 1）は製造コスト 9.5 ～ 10.5 円 /Wh、重量エネルギー密度 288 ～ 308 Wh/kg、
G3（将来 2L）は製造コスト 11.6 ～ 12.1 円 /Wh、重量エネルギー密度 287 ～ 314 Wh/kg、
G4（将来 2H）は製造コスト 7.3 ～ 7.9 円 /Wh、重量エネルギー密度 402 ～ 458 Wh/kg、
G5（将来 3L）は製造コスト 8.9 ～ 10.0 円 /Wh、重量エネルギー密度 318 ～ 363 Wh/kg、
G6（将来 3H）は製造コスト 5.2 ～ 5.7 円 /Wh、重量エネルギー密度 423 ～ 605 Wh/kg、
G7（将来 4）は製造コスト 5.1 円 /Wh、重量エネルギー密度 1,025 Wh/kg となった。

　製造コストについて基準 1 の評価用電池と比較すると、G2 は 11 ～ 20％、G3 は－ 2 ～ 3％、

G4 は 34 ～ 39％、G5 は 16 ～ 25％、G6 は 52 ～ 56％、G7 は 57％低減した。また、重量エネルギー

密度について基準 1 の評価用電池と比較すると、G2 は 4 ～ 11％、G3 は 4 ～ 13％、G4 は 45 ～

65％、G5 は 15 ～ 31％、G6 は 53 ～ 118％、G7 は 270％増加した。
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3.2  ᑗ᮶ᒎᮃ

　製造コストを低減し、かつ、重量エネルギー密度を向上させるには、次世代正極活物質に置き

換えること（R1）、Si 負極に置き換えること（R2）、次世代正極活物質と Si 負極に置き換えるこ

と（R3）、又は、S 正極活物質と金属 Li 負極に置き換えること（R4）が必要と考える。図 8-2 に

評価用電池（基準 1 ～ 4、検討 1 ～ 9）の製造コストと重量エネルギー密度の関係に研究の方向

性のイメージを併せて示す。R1 ～ 4 の効果領域について、上述した評価用電池で示すと、R1 は

G2 の範囲、R2 は G3 と G5 を含む範囲、R3 は G4 と G6 を含む範囲、R4 は基準 1 と G7 を結ぶ範

囲となる。R3 と R4 は従来 LIB の両方の電極を変更するため、R1 や R2 より実用化において時間

がかかると推測される。表 8 に電池年産量 10 GWh/y での現状と将来モデル 1 ～ 4 の電池構成案

を示す。短期的目標（2030 ～ 2040 年）を R1 と R2 の範囲、中期的目標（2050 年）を R3 と R4
の範囲として将来モデルを設定した。各将来モデルを達成するには各電極特有の課題を解決する

ことが必要である 5）。
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15～31㸣、G6は 53～118㸣、G7は 270㸣ቑ加した。 
 
3.� 将来ᒎᮃ 
 製造コストを低ῶし、かつ、㔜量エネルギー密度を向上さࡏるには、ḟୡ代ṇᴟά≀㉁に⨨き

࠼ること（R1）、Si 負ᴟに⨨き࠼ること（R2）、ḟୡ代ṇᴟά≀㉁と Si 負ᴟに⨨き࠼るこ
と（R3）、ཪは、Sṇᴟά≀㉁と㔠ᒓ Li負ᴟに⨨き࠼ること（R4）が必要と考࠼る。ᅗ 8-2に
評価用電池（基準 1～4、検討 1～9）の製造コストと㔜量エネルギー密度の関係に研究の方向ᛶの
イ࣓ーࢪをేࡏて示す。R1～4のຠ果㡿ᇦについて、上㏙した評価用電池で示すと、R1はG2の
⠊ᅖ、R2は G3と G5をྵࡴ⠊ᅖ、R3は G4と G6をྵࡴ⠊ᅖ、R4は基準 1と G7を結ࡪ⠊ᅖと
なる。R3と R4は従来 LIBの୧方の電ᴟを変᭦するため、R1や R2より実用化において時間がか
かると推測される。表 8 に電池年産量 10GWh/y での現状と将来モデル 1～4 の電池ᵓᡂ案を示
す。▷期的目標（2030～2040年）を R1と R2の⠊ᅖ、中期的目標（2050年）を R3と R4の⠊ᅖ
として将来モデルを設定した。ྛ将来モデルを達ᡂするにはྛ電ᴟ≉᭷の課題をゎỴすることが

必要である5)。 

 

ᅗ 8�� ホ౯⏝電池（ᇶ‽ 1㹼4᳨ࠊウ 1㹼9）の〇㐀ࢥスࢺと㔜量ࢿ࢚ル࣮ࢠᐦᗘの㛵ಀ（◊✲の᪉向ᛶ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
5) ᩥ⊩[5, 6]ཧ↷。 

 

R1 

R2 

R3 

R4 

現状 

ᅗ 8-2　ホ౯⏝㟁ụ㸦ᇶ‽ 1 㹼 ࠊ4᳨ ウ 1 㹼 9㸧ࡢ〇㐀ࢺࢫࢥ㔜㔞ࢠࣝࢿ࢚ーᐦᗘࡢ㛵ಀ㸦研究ࡢ᪉ྥᛶ㸧

5） 文献 [5, 6] 参照。
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*.  కፑጓ案のたʟの提案 

4.1  ┠ᶆ㐩ᡂࡢㄢ㢟

本提案書は、近年の技術水準を考慮したリチウムイオン電池の製造コストを、2013 年以来再試

算するとともに、エネルギー密度とコストの将来推移を予測した。2013 年以来リチウムイオン電

池の技術開発は着実に技術革新がなされ、現状エネルギー密度は 277 Wh/kg、製造コスト 11.9 円

/Wh であり、2030 年には 300 Wh/kg、10.3 円 /Wh、2050 年 500 Wh/kg 以上、10 円 /Wh 以下の

エネルギー密度と製造コストを実現する。高エネルギー密度化と低コスト化はこの 7 年間でほぼ

予測通りに推移してきたものと評価できる。しかしながらその反面、革新的技術進化や画期的発

明はなく、従来の技術の延長線上にあることが示唆される。

一方 EV 用蓄電池については、2030 年までにエネルギー密度を 500 Wh/kg 以上、電池パックコ

ストを 1 万円 /kWh 以下にすることが NEDO 開発目標である。また 2020 年 12 月 3 日の政府によ

る「ガソリン車の新車販売を 2030 年代半ばに禁止する方向」の発表により、より EV 用蓄電池

の早期事業化が必達となってきた。

このような社会変革の中で、蓄電池の需要は益々大きくなってきており、エネルギー密度 500 
Wh/kg、コスト 8 円 /Wh のセルの早期開発が必要になってきている。少なくとも 2025 年には技

術開発を完了し、量産プロセスを 2028 年には確立する必要がある。目標のエネルギー密度とコ

ストと、さらに実用化時期を考慮すれば、本提案書の定量評価結果の表 8 に示す将来モデル 3 も

しくは 4 のセル技術が 10 ～ 20 年前倒しの 2030 年に必要不可欠となる。開発加速が今後の最大

の課題である。
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表 8 現状と将来モデルの電池構成案（電池年産量 10 GWh/y）

4. 政策立案のための提案

4.1 目標達成の課題

本提案書は、近年の技術水準を考慮したリチウムイオン電池の製造コストを、2013年以来再試
算するとともに、エネルギー密度とコストの将来推移を予測した。2013年以来リチウムイオン電
池の技術開発は着実に技術革新がなされ、現状エネルギー密度は 277Wh/kg、製造コスト 11.9円
/Whであり、2030年には 300Wh/kg、10.3円/Wh、2050年 500Wh/kg以上、10円/Wh以下のエ
ネルギー密度と製造コストを実現する。高エネルギー密度化と低コスト化はこの７年間でほぼ予

測通りに推移してきたものと評価できる。しかしながらその反面、革新的技術進化や画期的発明

はなく、従来の技術の延長線上にあることが示唆される。

一方 EV 用蓄電池については、2030 年までにエネルギー密度を 500Wh/kg 以上、電池パック
コストを 1万円/kWh以下にすることがNEDO開発目標である。また 2020年 12月 3日の政府に
よる「ガソリン車の新車販売を 2030年代半ばに禁止する方向」の発表により、より EV用蓄電池
の早期事業化が必達となってきた。

このような社会変革の中で、蓄電池の需要は益々大きくなってきており、エネルギー密度

500Wh/kg、コスト 8円/Whのセルの早期開発が必要になってきている。少なくとも 2025年には
技術開発を完了し、量産プロセスを 2028年には確立する必要がある。目標のエネルギー密度とコ
ストと、さらに実用化時期を考慮すれば、本提案書の定量評価結果の表 8に示す将来モデル 3も
しくは 4のセル技術が 10～20年前倒しの 2030年に必要不可欠となる。開発加速が今後の最大の
課題である。

6) 原材料、用役、設備等の使用量と CO2排出係数から算出。原材料の CO2排出係数は主に「LCI データベース
IDEA v2」（国立研究開発法人産業技術総合研究所）に基づく。CO2負荷量に関する設備等の償却年数は製造コ

ストと異なり、設備は 30年、建屋は 50年として算出した。今回の試算において、原材料の CO2負荷量が全体

の 5～7割占める。現状は基準 1、将来モデル 1は検討 1～2、将来モデル 2は検討 4a/b、将来モデル 3は検討
6a/b～7a/b、将来モデル 4は検討 9の CO2負荷量に基づく。

短期的目標（2030～2040年） 中期的目標（2050年） 

現状 

（2020年版） 
将来モデル 1 将来モデル 2 将来モデル 3 将来モデル 4 

電極構成 
電極活物質の材料 

正極 NCA 

Ｌｉ過剰系正極 

(Li1.2Ti0.4Mn0.4O2、 

Li2Mn1/2Ti1/2O2F） 

NCA 

Ｌｉ過剰系正極 

(Li1.2Ti0.4Mn0.4O2、 

Li2Mn1/2Ti1/2O2F） 

S 

負極 C6 C6 Si Si 金属 Li 

電極活物質の容量 
正極 196 300～320 196 300～320 1,508 

負極 353 353 1,007～4,197 1,007～4,197 2,895 

電池性能 重量エネルギー密度 ［Wh/kg］ 277 302～308 314～458 355～605 1,025 

体積エネルギー密度 ［Wh/L］ 626 620～634 698～1,211 697～1,373 1,064 

製造コスト ［円/Wh］ 11.9 10.3～10.5 7.3～11.6 5.2～10.0 5.1 

CO2負荷量
6) ［g-CO2/Wh］ 67.8 44.6～46.0 52.6～62.9 26.6～39.0 36.5 

⾲ 㟁ụ構ᡂ㸦㟁ụ年⏘㔞ࡢࣝࢹᑗ᮶ࣔ≦⌧　8 10 GWh/y㸧

6）  原材料、用役、設備等の使用量と CO2 排出係数から算出。原材料の CO2 排出係数は主に「LCI データ

ベース IDEA v2」（国立研究開発法人産業技術総合研究所）に基づく。CO2 負荷量に関する設備等の償却

年数は製造コストと異なり、設備は 30 年、建屋は 50 年として算出した。今回の試算において、原材料

の CO2 負荷量が全体の 5 ～ 7 割占める。現状は基準 1、将来モデル 1 は検討 1 ～ 2、将来モデル 2 は検

討 4a/b、将来モデル 3 は検討 6a/b ～ 7a/b、将来モデル 4 は検討 9 の CO2 負荷量に基づく。
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4.2  ᨻ⟇立ࡢࡵࡓࡢᥦ

　2020 年 12 月 3 日の政府発信の「2050 年までに温室効果ガスの排出を実質ゼロとする目標」に

対して、「実現のためには従来型のガソリン車から自動車の電動化が不可欠」という新たな目標

に向かって産官学が一体となって動き出すことになる。自動車の電動化には高性能低コスト蓄電

池技術の開発が鍵となるのは言うまでもない。

　本提案書では、高性能低コスト蓄電池技術の具体的施策として、次世代正極活物質と Si 負極

に置き換えること（R3）、又は、S 正極活物質と金属 Li 負極に置き換えること（R4）を提案し、

技術的に可能であることを定量分析してきた。また、その実現時期として、現行の開発投資によ

る技術開発および実装化では 2040 年以降の達成であることを予測している。今後新たな目標実

現のためには、産官学一体となった人物金の緊急の集中した資源投資が必要不可欠である。
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